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道路の交通機能の性能を把握・評価することは，今日の日本における道路ネットワークの質を高めるう

えで不可欠であり，重要な課題である．本稿では，道路の交通機能のうちアクセス機能に着目し，アクセ

ス機能が旅行速度の低下量に与える影響を分析し，モデル化を行った．アクセス機能は，施設アクセスと

道路アクセスの2つに分類し，指標にはHighway Capacity Manualに倣いアクセス箇所密度を用いた．モデル

化に際し，アクセス機能以外の影響を考慮するため，信号交差点や交通量など道路の潜在的，顕在的な損

失の説明変数も加えた．本モデルは，アクセス箇所密度が旅行速度の増加に影響を与えるものとなり，現

在の日本の道路状況を再現する結果となった．また，アクセス機能を表す指標の中で，店舗割合が細街路

割合に比べて速度低下量に強く影響を与えることが把握された． 
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1. はじめに 

 

近年，道路の量的充足から質的充実への転換期に入り，

仕様性能型道路設計から性能照査型道路設計への移行に

向けた研究及び実務展開が進められている1)2)3)4)．その中

でも，道路の交通機能の性能をどう設定・評価するかは

重要なテーマである．道路の交通機能は大きくトラフィ

ック機能とアクセス機能の2つに分かれる．トラフィッ

ク機能は，目的地への速達性に着目した機能であり，旅

行速度を用いてその機能が発揮する性能を評価すること

が多い5)．また，アクセス機能は自動車が沿道の施設へ

立ち寄ることや駐停車するための機能であるが，この機

能が発揮する性能を適切に表現する評価指標は未だ設定

できていない．しかし，Highway Capacity Manual6)（以降，

HCM）ではアクセス機能が，自由走行速度の低下要因

として考慮されるなど，適切なアクセス性能の評価指標

の設定は道路のLOSを考える上で重要である． 

そこで本稿では，愛知県における一般国道のバイパス

区間及び並行現道を対象に，アクセス機能の性能を出入

の機会（箇所密度）および出入の質（施設種別や接続階

層）により把握し，アクセス機能の性能に応じたトラフ

ィック機能（本稿では，平均旅行速度）の低下量のモデ

ル化を行う．モデル化にあたっては，平成27年度全国道

路・街路交通情勢調査7)（以降，H27センサス）を用い

る． 

 

 

2. 既往研究のレビューとアクセス機能の仮説 

 

(1) 既往研究のレビュー 

道路構造令の解説と運用8)において，アクセス機能は，

「アクセス機能を備えるために，必要に応じて，交差道

路や沿道施設への出入りのしやすさなどについて考慮し

た道路構造とする．」とされており，加えて，通行機能

とアクセス機能は相反する関係にあることから両者のバ

ランスを考慮して道路構造を採用するとしている．また，

Access Management Manual9)においても同様に，道路の階

層に応じたトラフィック機能とアクセス機能の割合とそ

れを実現する道路構造に関して，アクセスマネジメント

の視点から記述されている．しかし，いづれも定性的な

記述にとどまっており，定量的な評価方法については明

示されていない． 

HCM6)では，沿道へ出入りする車両による幹線道路の

速度低下量を，Access point density（沿道出入箇所数の密
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度）に応じて設定しており，アクセス機能がトラフィッ

ク機能に及ぼす影響について定量化している．しかし，

これはアクセス機能の道路アクセスのみ考慮しており，

沿道施設等のアクセスについては言及していない． 

道路構造が旅行速度に及ぼす影響について日本では，

栗林ら10)や下川ら11)が，信号交差点密度や代表沿道状況，

車道部幅員等によって旅行速度が低下することを示して

いる．これらは道路の交通機能を分けずに分析を行って

いるものであり，道路構造そのものの要因とアクセスの

要因が明確に区別できない．一方，交通機能を分類し，

アクセス機能が旅行速度に及ぼす影響についての分析で

は，柿元・中村12)が，道路交通センサスデータのアクセ

スコントロールと代表沿道状況をアクセス機能を表現す

る指標と仮定し，それらの指標を含めた旅行速度のモデ

ル化を行っている．しかし，道路の交通センサスデータ

を用いており詳細なアクセスの要素まで考慮がされてい

ない．また，早河・中村13)は，幹線道路の入庫・出庫の

出入りに着目し，ミクロ交通シミュレーションを用いて

アクセス交通量や出庫にかかる時間から旅行速度性能曲

線の検証を行った．この研究では，沿道アクセスのみに

着目しており，道路アクセス（取り付き道路など）につ

いては考慮できていない． 

そこで本稿では，施設アクセスと道路アクセスの2つ

のアクセス機能についてそれぞれ考慮することで，より

詳細な旅行速度の低下量のモデル化を行う． 

 

(2) トラフィック機能とアクセス機能の関係の仮説 

本稿では，トラフィック機能とアクセス機能はトレー

ドオフの関係にあり，図-1(a)に示すような状況が理想的

とする，柿元・中村12)と同様の仮説を用いる．ここで，

トラフィック機能の性能とアクセス機能の性能の和が一

定であると仮定すると，この関係は(1)式として表現で

きる． 

ﾄﾗﾌｨｯｸ機能の性能൅ ｱｸｾｽ機能の性能ൌ const. (1) 

トラフィック機能の性能指標（MOE：Measure of effec-

tiveness）は，既往研究5)より平均旅行速度を用いて表現

する．トラフィック機能の性能は，ある道路に対して車

両が1台のみ走行した場合の性能を示す潜在性能(図-1(b)

の赤丸)と，ある道路に対して主に交通量(需要率もしく

は混雑度)が大きくなるにつれて低下する顕在性能(図-

1(b)の赤線)の2つが定義できる．潜在性能は信号交差点

密度によって，顕在性能はこれに加えてによって変化す

ることが知られている12)．本稿では，各性能の損失量に

加えて，アクセス機能による損失(図-1(b)の青破線)をよ

り現実的に表現することを目指す． 

 

(3) アクセス機能の仮説 

アクセス機能を「施設アクセス」と「道路アクセス」

の2つとし，各々について道路階層との関係の仮説を図-

2に示した． 

・施設アクセス 

施設アクセスは，道路の沿道に立地する施設の密度が

高いほど高くなる指標とする．階層との組合せを考慮す

ると，階層が低くなるほど高くなることが望ましい．そ

れは，階層が高い道路は直接の沿道施設へのアクセスさ

せず出入制限によりトラフィック機能への影響を最小限

にする必要があるためである．しかし，実際には，高速

道路や一部の高規格幹線道路を除き十分な出入制限がな

 

(a)階層区分と交通機能分担 (b)各性能に対する模式図 
図-1 階層区分と交通機能分担 

 

 

図-2 道路階層とアクセス機能に対する仮説 
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されておらず，比較的高い階層からも出入りが可能とな

っている． 

・道路アクセス 

道路アクセスは，他の道路の接続本数が多いほど高く

なる指標とする．階層との組合せを考慮すると，中間階

層が高く，高階層及び低階層では低くなる．それは，高

階層と低階層の直接の接続は，大きな速度差により高階

層のトラフィック機能へ与える影響が大きいため，中間

階層を経由してのみ低階層に接続でき，同様に低階層も

中間階層を経由してのみ高階層に接続することで，階層

間の速度差を徐々に緩和する必要があるためである．し

かしながら，現在は，施設アクセスと同様に，一般国道

のバイパス区間であっても細街路が直接接続している状

況などが多くみられる． 

 

 

3. アクセス機能とその旅行速度への影響把握 

 

(1) 対象道路の設定 

今回対象とした愛知県の一般国道のバイパス区間およ

び並行現道は，表-1に示すとおりである．対象区間のう

ち，車線数や指定最高速度，アクセスコントロールによ

り旅行速度が大きく変化することを考慮し，これらの条

件が区間を通して同一である延長のみを分析に使用する． 

 

(2) 使用データ概要 

本稿では，平成 30年 3月に販売開始された平成 27年

度全国道路・街路交通情勢調査 7)15)の箇所別基本表と地

図データ 14)を用いて分析を行った．分析に用いた指標な

どについて，次に整理する． 

a) H27センサスデータ 

[昼間 12時間旅行速度] 

平成 27 年秋季のデータを対象に集計しており，昼間

12時間旅行速度[km/h]は 7時台～18時台の昼間 12時間の

平均旅行速度を集計． 

[昼間 12時間自動車類交通量(台/12h)] 

7 時台～18 時台の交通量観測地点を通過した自動車類

の台数． 

[指定最高速度] 

当該交通調査基本区間等で構成する道路状況調査単

位区間において，道路標識等により表示されている最

高速度． 

b) 地図データ 

[信号交差点密度] 

道路状況調査単位区間における信号交差点の1km当た

りの箇所数[箇所/km]．区間開始地点の流出方向の信号

交差点は，信号交差点箇所数として含めていない． 

信号交差点密度ൌ
信号交差点箇所数

道路状況調査単位区間延長
 (2) 

[沿道施設のアクセス密度(施設アクセス密度)] 

道路状況調査単位区間における店舗，工場，会社，

住宅駐車場などの沿道施設へ出入りが可能な地点の箇

所数[箇所/km]．店舗とその他の 2種類で集計． 

施設アクセス密度ൌ
沿道施設出入箇所数

道路状況調査単位区間延長
 (3) 

[道路のアクセス密度(道路アクセス密度)] 

道路状況調査単位区間における信号交差点を除く接

続する道路の1km当たりの箇所数[箇所/km]．接続道路は，

下記に示す階層設定に基づき分類． 

道路階層設定：高速道路(接続 IC交差点)，国道・県道，

市道(中央線があるもの)，その他(細街路

等)． 

道路アクセス密度ൌ
接続道路本数

道路状況調査単位区間延長
 (4) 

 

表-1 対象道路区間

路線 路線名・ﾊ ｲ゙ﾊ ｽ゚名 地域 
分析延長 

[km] 
車線数 

指定最高 
速度[km/h] 

アクセス 
コントロール 

代表沿道状況※ 

1-1 西知多産業道路 知多市 8.3 4 70 完全出入制限 その他市街地 

1-2 国道 155号 知多市 9.0 2 40 出入自由 その他市街地 

2-1 西知多産業道路 東海市 5.3 4 70 完全出入制限 その他市街地 

2-2 国道 247号 東海市 6.2 2 40 出入自由 DID(商業地域を除く) 

3-1 国道 23号・豊橋東ﾊ゙ ｲﾊ ｽ゚ 豊橋市 7.0 2 60 完全出入制限 平地部 

3-2 国道 42号 豊橋市 6.1 2 50 出入自由 平地部 

4-1 半田大府ﾊ ｲ゙ﾊ ｽ゚ 東浦町 4.8 2 60 出入自由 平地部 

4-2 国道 366号 東浦町 4.6 2 40 出入自由 DID(商業地域を除く) 

5-1 国道155号・豊田南ﾊ゙ ｲﾊ゚ ｽ 豊田市 4.0 4 60 部分出入制限 平地部 

5-2 国道 419号 豊田市 5.2 2 50 出入自由 平地部 

6-1 国道 155号ﾊ゙ ｲﾊ゚ ｽ  小牧市 3.3 4 60 出入自由 その他市街地 

6-2 国道 155号 小牧市 2.4 4 50 出入自由 DIDかつ商業地域 

※代表沿道状況のうち最も延長が長い代表沿道状況を記載． 
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(3) 対象道路のアクセス機能の把握 

対象道路における施設アクセス密度と道路アクセス密

度を表-2に示す．並行現道区間の各密度については中央

分離帯等で分離されていないことから，上下合計を示す．

施設アクセス密度は，全ての並行現道(枝番2)で20.0以上

であり，50mに1箇所以上は沿道施設が立地し，施設へ

のアクセス機会が非常に多いことがわかる． 

道路アクセス密度は，路線6(小牧市)を除くバイパス

区間(枝番1)で5.0未満であり，500mに1箇所他の道路との

接続があるかないかの状況である． 

これより，対象道路のほとんどがバイパス区間と並行

現道で明確に機能分担がされており，並行現道でアクセ

ス機能が高いことが確認された．しかしながら，路線

6(小牧市)では，バイパス区間においても施設アクセス

密度が20.0以上と高くなっており，明確に分担されてい

ないことがわかる． 

 

(4) アクセス機能の旅行速度への影響把握 

(3)で把握したアクセス機能を用いて，昼間12時間旅

行速度との関係を図-3に示した．図-3(a)は，施設アクセ

ス密度に着目したものであり，密度が高くなると旅行速

度がほぼ線形に減少していることがわかる．また，図-

3(b)は，道路アクセス密度に着目しており，密度が高く

なるにつれて指数関数的に減少していることがわかる．

路線3(豊橋市)のみ，近似曲線から外れているが，これ

は交通量が非常に少なく，アクセス以外の影響が極めて

少ないためと考えられる． 

これらの結果より施設アクセス密度より道路アクセス

密度が旅行速度に与える影響が大きいと読むこともでき

るが，HCM6)では，Access point densityが10[/mi](6.3[/km])未

満は自由走行速度への影響が2.5[mi/h](4.0[km/h])未満とな

るとされており，今回の対象区間はほとんど影響がみら

れない可能性がある．よって，いづれのアクセス機能も

旅行速度の低下に影響を及ぼすことが推察されるものの，

低下量については十分な議論ができない． 

表-3は，各路線における指定最高速度から昼間12時間

の平均旅行速度を引いた速度減少量を示したものである．

表-3と表-2を比較した場合，路線6（小牧市）はアクセ

ス密度が高く，速度の低下量も顕著に見られるものの，

それ以外の箇所ではあまり関係性が認められない．これ

は，柿元・中村12)のモデルによって示されているアクセ

ス機能に依らない部分での損失（信号交差点密度や混雑

度）によるものであると考えられる．そこで第4章にお

いて，信号交差点密度や混雑度（交通量）とアクセス機

能による損失を踏まえた旅行速度の低下量のモデル化を

行う． 

 

 

表-2 対象道路のアクセス機能 

路線

施設ｱｸｾｽ密度[/km] 
(店舗密度)  

道路ｱｸｾｽ密度[/km] 
(細街路密度) 

上り 下り 上り 下り 

1-1 0.8(0.2) 0.8(-) 0.5(0.1) 0.6(0.4) 

1-2 61.0(7.3) 13.1(12.9) 

2-1 -(-) -(-) 0.6(-) 0.8(-) 

2-2 70.3(8.7) 7.7(7.1) 

3-1 -(-) -(-) 0.4(-) 0.4(-) 

3-2 23.8(3.3) 15.6(15.4) 

4-1 1.9(0.2) 1.9(-) 1.5(1.3) 2.3(2.3) 

4-2 76.5(20.0) 11.7(11.1) 

5-1 3.3(1.0) 3.5(1.0) 3.3(3.3) 3.8(3.8) 

5-2 27.9(7.3) 6.2(6.2) 

6-1 29.7(9.1) 26.7(7.3) 8.2(8.2) 7.9(7.6) 

6-2 55.0(32.1) 10.4(10.4) 

※差分が20[箇所/km]以上． 

 

 

(a) 施設アクセス密度 

 

(b) 道路アクセス密度 

図-3 各アクセス機能と平均旅行速度の関係 

 

表-3 指定最高速度と昼間12時間旅行速度の差分一覧 

路線 
上り線 下り線 

ﾊ ｲ゙ﾊ゚ ｽ(- 1) 現道(- 2) ﾊ ｲ゙ﾊ゚ ｽ(- 1) 現道(- 2) 

1 11.2 13.5 13.6 14.1 

2 24.4 15.6 5.9 14.3 

3 -0.2 7.9 -1.2 9.9 

4 22.6 14.4 23.4 15.0 

5 33.9 23.0 37.8 22.8 

6 38.3 28.9 39.7 28.3 

※差分が20km/h以上． 
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4. アクセス機能の性能を考慮した旅行速度低下

量のモデル化 

 

(1) 旅行速度低下量のモデル化 

旅行速度低下量は，表-3と同様に指定最高速度とH27

センサスの昼間12時間旅行速度の差分を用いる．説明変

数として，各アクセス機能に関する密度とともに，店舗

割合や細街路割合を用いることとした．また，既往研究
12)を踏まえ各性能の損失を検討するが，本稿では信号交

差点密度と1車線当たりの交通量を用いて，式(5)に基づ

きモデル化を行った．  

旅行速度の低下量ሾ𝑘𝑚/ℎሿ 
ൌ β ൈ各性能の損失൅ γ ൈアクセス機能MOE 

(5) 

ここで，β は各性能の損失を速度[km/h]に換算するパラ

メータ，γは道路アクセス機能 MOE を速度[km/h]に換算

するパラメータである． 

今回，混雑度ではなく 1車線当たりの交通量を用いた

理由としては，一般国道のバイパス区間および並行現道

を対象としたため，混雑度がほぼ 1.0 を超えておりばら

つきが少なく影響が小さいためである． 

 

(2) 重回帰分析の結果 

線形重回帰分析の結果を表-4に示す．第3章の分析で

用いてきたアクセス機能のうち施設アクセス密度と道路

アクセス密度の係数は，本モデルにおいて負の値となっ

ている．これは，アクセス密度が高いほど速度の低下量

が少なくなることを意味しており，アクセス密度が上が

ると速度の低下が顕著となるという仮説に反する結果と

なった．これは，図-2の仮説で示したように，高い階層

の道路ほど沿道に施設が立地し，多くの道路が取り付い

ている現在の日本の道路状況を反映していると考えられ

る．また，「店舗割合」，「細街路割合」が高いほど速

度の低下量が多くなっており，アクセスの中でも影響度

が高いことがわかる．さらに，「店舗割合」に比べて

「細街路割合」の係数が高くなっており，店舗による速

度への影響度が高いことがわかる． 

最終的に「アクセス密度が上がると速度の低下が顕著

となる」という仮説のもと，係数が負の数を示した「施

設アクセス密度」と「道路アクセス密度」を説明変数か

ら除いたモデルを採用モデルとした．このモデルでは，

既往研究12)の潜在性能と顕在性能の損失を踏まえたうえ

で，詳細なアクセス機能を考慮することができる．この

モデルを用いて，実データとの比較を行った結果を図-4

に示す．図中の青丸は，概ね45°線に沿っているものの，

ばらつきが多く過小評価している傾向がある．これは，

HCM6)で考慮されてるAccess point densityに類似している道

路アクセス密度が採用モデルの中で有意となっていない

ことや，アクセス機能の性能を密度ではなく割合により

表現していることから，住宅密集地などでの出入りを考

慮できないことが考えられる． 

 

 

5. おわりに 

 

本稿では，道路のアクセス機能を施設アクセス機能と

道路アクセス機能の2つに分けて，アクセス機能がトラ

フィック機能に与える影響を速度低下量としてモデル化

を行った．モデル化に際しては，潜在性能や顕在性能の

損失とアクセス機能による損失の双方を考慮した．推定

式より，日本の一般国道の状況を詳細に表現でき，また

施設アクセスを考慮した速度低下量を推定することが可

能となった．アクセス機能は，施設アクセスの店舗割合

が道路アクセスの細街路割合よりも速度低下への影響量

が多いことが把握された． 

表-4 重回帰分析の結果-係数(t値) 

説明変数 
R2が高い 

モデル 

採用 

モデル 

信号交差点密度[箇所/km] 4.44(6.02) 2.84(4.63) 

1車線当たりの 12時間交通量 

[千台/12h・車線] 
1.18(5.66) 1.33(4.63) 

施設ｱｸｾｽ密度[箇所/km] -0.11(-2.66)  

店舗割合[%] 

(店舗密度/施設ｱｸｾｽ密度) 
0.20(2.90) 0.30(4.09) 

道路ｱｸｾｽ密度[箇所/km] -0.56(-2.49)  

細街路割合[%] 

(細街路密度/道路ｱｸｾｽ密度) 
0.11(3.69) - 

重決定係数R2 0.86 0.81 

サンプル数 72 72 

‐: t値が有意でなかった変数，＼：未使用の変数 

 

図-4 実データとモデルの比較 
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本稿において，今後も慎重にアクセス機能について取

り扱う必要がある．例えば，アクセス機能はその利用頻

度による影響を強く受けるため，交通量や施設タイプに

応じて区分することも必要である．さらには，道路の構

造条件によっても状況が異なり，2車線道路と多車線道

路，路肩が広い道路などは影響度が少なくなることも考

えられる． 
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